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昭和魂9

年度の

事業計画

地質調査所は地質に関する国立の総合調査研究機関

としてわが国およびその周辺海域を主なる対象として

地質･地下資源に関する調査研究を行ないもって地球

科学の進歩国民経済の発展国民福祉の向上および国

際社会の進歩に寄与することを使命としている.

これまで科学技術は経済発展の原動力としての面が

強調され発展して来たが近年にいたって複雑な因果

関係によって密接に結びついている人間･社会･自然

相互の関係に対する科学技術の影響について十分分析

し科学技術の進むべき方向を定めることが重要な課題

となっている.このような意味で人間の生活社会

活動の基盤である土地一地殻を研究の対象にしている

地質調査所に対する期待はますます増大するものと考

えられる.

昭和49年度にはかねて建造中の地質調査船白嶺丸

(1,800総トン金属鉱業事業団所有)が就航することと

なp組織においても海洋地質の1部1課が増設される

こととなった.以上の点を考慮しつつ地質調査所の

使命に沿ってとくに下記の事項に注目しつつ業務の

推進をはかる.

(1)昭和49年度の地質調査所の調査研究計画は前年度に比し

て質量ともに著しく増加している.特に全国地熱基礎調

査地熱熱水系の研究などの地熱関係の調査研究ならびに

深海底鉱物資源探査に関する研究目本周辺大陸棚海底地

質総合研究などの海洋地質関係の調査研究において著しい.

これらの研究について所期の目的通りの成果をあげるため

には主だる担当部課を中心として全所の有機的連携のも

とに研究計画を遂行する必要がある.恋おこれにとも

在って増大する事務量の効果的処理体制の整備を必要とす

る.

(2)経常研究においては各研究分野の質的向上をはかること

を主眼とし地質調査所業務の特質を発揮できるように努

める.その際研究課題の意義･目標をより明確にするよ

う努力するとともに研究成果を速かに発表するように意

を用いる･なお所内特別研究の｢地質図幅の研究｣に

ついては図幅検討委員会による答申の主旨に沿って業務の

推進をはかる.

(3)従来から継続したr資源開発利用および国土保全技術｣r海

洋資源開発技術｣｢地震予知技術｣恋との特別研究を進め

るとともに本年摩から発足するサン･シャイン計画の一

企画室

部と怒った地熱開発研究および公害防止に関する研究の推

進を通じ社会的要請にこたえるべく一層の努力をするも

のとする.また設定された目標にしたがって研究の

計画的･組織的遂行をはかるとともに研究の各段階にお

ける中間的検討成果の取りまとめに十分留意する.

(4)最近地球科学に関する世界的共同研究の気運牟高まりつつ

あるがこれらに効果的に対応できるように努める.技

術協力に関しては従来の実績を基盤とし実施内容の充実

を計るとともに研究協力についても業務の一層の発展に

つとめる.

(51筑波研究センタｰの建設にともなう時々会計本出額年次計

画の決定にとも扱い研究施設の具体的計画の策定に遺憾

なきを期するとともに設備･備品の導入および移転実施

のための諸問題に対して全所的に対処する.

��

その他業務の実施にあたってはつぎの事項についてと

くに留意する.

･安全対策･健康管理および公害発生の防止

･地学に関する情報活動の推進

･電算機の有効利用

･大型機器の有効利用と適正管理

〔特別研究〕

1.高分解能空中物理探査技術の研究

本研究は昭和44年度から48年度にかけて行なわれた

｢広域深部物理探査技術に関する研究｣の成果の上に立

って昭穐49年度から5ヵ年計画の予定で発足する研究

である･すなわちハｰドウェア面においてほぼ完成

の域に達したと思われる従来の高感度磁気探査方式に

よる精査の研究を基礎とレて空中物理探査法を用いた

地下構造の高度なパタｰン解析システムを開発すること

によって探査技術の向上に資すると共に国内外の地

下資源の開発に寄与することをもって目的とする.こ

のため昭和49年度は以下の研究を推進する.

1)従来研究を進めて来た高感度磁気力武による精査の研究を

進める･とくに地下構造の型に対するレスポンスを検討

し各々の微細構造の検出法の研究を進める.

2)電磁波法探査装置(VLF)を導入し地上における予備

実験を行ない次年度に予定されている機上実験と対比の

ための基礎デｰタを得る,�
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3)これらの実験を北海道天北を中心とした地域で実施する.

またこの地域の岩石試料の集収を行ない地下構造のモデ

ル設定の研究を進めシュミレｰションによる解析の基礎

とする.

2.国際地球内部開発研究

国際地球内部ダイナミック計画(GeodynamicProject;

GDP)は1964年から国際地球内部開発計画(Upper

Mant1eProject,UMP)にひきつづく固体地球に関す

る新しい国際共同研究として1970年国際学術連合会

議(ICSU)カミその推進を決定し加入各国に参加を要

請した.それをうけて昭和46年には日本学術会議が勧

告をし昭和46年には測地学審議会が建議を行なった.

地質調査所はわが国の主テｰマのひとつ｢島弧の動きと

構造の解明｣のうち｢爆破地震による火山帯の地下構

造の解明｣を担当し火山地帯の深部構造を明らかにし

ようとするものである.主テｰマ｢南九州マグマ多発

地帯の研究｣では最近100万年間で日本におけるもっ

とも多量の中･酸性マグマを噴出した南九州地区を目標

にえらびここに地球物理学･地質学･地球化学的研究

手段を集中して火山帯の地下構造と性質を調べる.昭

相49年度は研究の第2年度であり下記の研究を行なう.

1)鹿児島県川内市と宮崎県目南市とを結ぶ長さ約100k晒の側

線を設定して屈折法地震探査を行政う.

2)同地域の火山岩標本を採取して地球化学的測定の試料と

する.

3.地麗予知に関する地質学的研究

国家的プロジェクトとしての地震予知計画は昭和40

年からはじまり昭和48年には学術審議会は｢地震予知

に関する第3次計画の実施について｣の建議を行たい

昭和49年から第3次計画が発足するに至った.地質調

査所はブノレｰプリント作成の段階からこの立案に参加し

て来研究成果を報告して来たが第3次計画において

は｢地殻活構造の調査研究｣および｢地震波速度の調査

研究｣は引きつづき地質調査所カミ中心とたって担当実施

するほか｢岩石破壊実験｣｢人工地震調査｣にも協力

するよう要請されている.昭和49年度は下記の研究を

実施する.

1)地農波速度変化の観測:従来から引続き同一条

件の下に爆破観測を付注いその変化の状態から地下にお

けるストレス蓄積の状況を検出する.これは毎年1回大

島において行なわれ地震の原因と在る地下の状態変化を

直接とらえる唯一の手段として地震予知に利用されること

が期符されている,

2)地殻活構造の研究1現在まで活動している榴曲や断

層をはじめとする地殻活構造の実態を地震予知との関連

の下に地域的に究明すると共にその結果を活構造図とし

て表わす.活構造図は関東地方と近畿地方カ溌行されて

おり現在中部地方カミ準備中である.これらの基礎の上

に立って200万分の1全国活構造図を準備中である.

4.陸棚海域地下資源臭武存に関する'餅尭

本邦周辺の大陸棚海域を対象として空中磁気探査を行

ない地下構造を解明し石油および天然ガスを主とす

る地下資源開発のための基礎資料として陸棚海域の地

質構造を明らかにすることを目的とする.す匁わち

昭和50年度を目標としてわが国周辺陸棚海域の地球物

理学的地質構造図を作成するが昭和49年度においては

下記の調査研究を行なう.

裏目本海域のうち若狭一隠岐表目本海域のうち近畿一四

国の両海域に発達が予想される積成盆の性庸を明らかにしか

っこれらの海域と隣接する地域の地質との関連を調べるため

室中磁気探査を実施し室中磁気図を作成する.その結果に

各種の数学的フィルタｰを施しあるいはこれを解析して磁気

基盤図などの構造図を作り陸棚海域の地球物理学的地下構造

図とする.

5.深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究

太平洋深海域に賦存する海底鉱物資源(マンガン団塊

･合金属泥)に関する探査方式を確立するとともにそ

れらの賦存状況鉱物化学組成形成過程等を明らかに

し資源量の算出地質鉱床図の作成等を行校って海

底鉱物資源の開発利用に有効な基礎資料を提供する.

昭和49年度は本研究の第2年度にあたるが新たに建

造された地質調査船｢白嶺丸｣の使用により成果の彌

躍的発展が期待される.

昭和49年度は調査対象海域として北緯5～15度東経160～

!65度のハワイ南方海域北緯20～30度東経!20～130度の酉

太平洋海域の2区域において約100日間の調査を行荏い海底

地形水質地質地球物理(磁力重力)等に関する基礎的調

査を総合的に実施しマンガン団塊等の鉱物資源の分布を確認

検討する.この調査では位置測定に人工衛星システムを使用

サンプリングはグラブと柱状採泥を主とし物理探査律サブボ

トム･プロファイラｰとエアガンを主体として深海テレビに

よる連続観察を実施し資源量把握のための検討を行なう.

6.日本周辺大陸棚海底地質総合研究

目本周辺の大陸棚および大陸斜面域の海底地質の概要

を把握し海底鉱物資源賦存の可能性についての見通し

を得てその開発利用目本周辺の大陸棚からさらに

深い海域におよぶ地質特性などを究明するに有効な基

礎資料を提供する,本研究は昭不口44～48年に行なわれ�
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た｢海底地質調査技術の研究｣を引き継ぐものであり

同研究によって確立された海底地質総合調査研究技術な

らびに地質図としての成果の表現方式を基礎として日

本周辺大陸棚および大陸斜面について系統的調査研究を

進め日本周辺海域基礎地質図(20万分の1)および日

本周辺大陸斜面概査地質図(100万分の1)を順次刊行す

る.

昭和49年度は海洋地質調査船｢白嶺丸｣を約100日間使用して

大陸棚海域として｢紀伊水道南方｣および｢相模灘付近｣大

陸斜面海域として｢南方諸島｣および｢南西諸島｣の海域をと

り上げ測深サブボトムプ回ファイラｰエアガンスバｰ

カｰ等による音波探査磁気重力等の航走調査およびドレ

ッジ柱状採泥･海底撮影海底試錐等の停船調査を実施する.

〔新エネルギｰ技術開発研究(サンシャイ

ン計画〕)

1.全国地熱墓礎調査

全国約30の地熱地域について放熱量地質および地

下構造調査を昭和48年度から3ヵ年計画で行なうもので

あり前年度の5地域につづいて49年度は15地域につ

いて行なう.前年度の調査結果にもとづいて試錐を含

む第2段階の調査計画はすでに資源エネルギｰ庁にお

いて立案されており49年度の調査結果も順次第2段階

へと移行する.本調査計画の進行に伴ってわカミ国に

おける地熱エネルギｰ資源の埋蔵量カ湖らかになり国

家のエネノレギｰ政策立案に有用な指針を与えることとな

る.本計画は前年度に発足し本年度は第2年度である

が深刻化するエネルギｰ危機を打開するために発雇し

たナショナノレプロジェクトである新エネノレギｰ技術開

発計画(サンシャイン計画)の一翼を負うこととなった

ものである.調査の方法は以下のとおりである.

地質調査(写真地質調査併用):室中写真と現地地上調査に

よって地熱地帯の範囲および規模を推定しあわせて地熱包

蔵量の算定に資する.

地化学調査:温泉･地下水の性質を調べ地熱貯溜構造の

大略を知り地熱流体の利用上の基礎資料とする.

放熱量調査:調査対象区域の地上から自然に放出される熱

量を測定し地熱発電として開発利用出来る包蔵熱量評価の

資料とする.

物理探査:地震･重力･電気探査の方法たどによって

地熱地帯の地下構造を知り地熱の存在状態を推定する手掛

りとする.

2.地熱地域の熱水系に関する研究

発電などで地熱貯溜槽から熱エネルギｰを採取する場

合地熱エネルギｰを合理的(効率よくかつ保全しつつ)

に開発計画(最適利用)することが重要でありそのた

めには熱水系をシステム全体(補給･熱交換･貯溜･濠

出など)の立場から総合的に研究し解明しなければなら

狂い.本研究はこの観点に立って熱水の解明と調査方

法を確立することを目的とする.

本研究は第2年度であるカミモデル地域としてすでに

わか国において地熱発電か運転されているか近い将来

運転されるであろう4地域(秋田県八幡平北部･同南部

･宮城県鬼首および大分県九重地区)を選ぴ①陸水学

の手法および衛星探知技術を利用する水収支の研究②

水地球化学的手法による水の起源の研究③坑井内検層

･地表変動観測による貯溜槽の変形の研究を実施する.

研究の結果は将来に予想される地熱流体の枯渇対策貯

溜槽の人工維持技術の基礎と在るものである.

〔国立機関原子力試験研究〕

螢光X線法による岩宿･鉱石の野外観測に関する研究

野外において螢光X線による測定を行荏うため励起用RI線

源と半導体検出器Si(Li)またはGe(Li)を用いる方法の測

定に関する技術的問題を解決し直接現地で定量することを目

的とする.

昭和49年度は,

1)前年度に引きつづき室内実験を続行して諸種試料の測定を

行ない従来の螢光X線測定籍との結果と…部他方法によ

って得られた結果も含めて検討する.

㈩

固体試料の測定を行荏い鉱物組成と粒度を考慮しつつ

野外測定を行なうための方法を完成させる.

〔国立機関公害防止等試験研究〕

1.汚染底質の調査技術に関する研究

近年内湾において産業廃水都市下水土砂流入に

よる底質汚染および汚染底質カミ海水とくに底層水に与え

る影響がいちじるしく増大している.これらの実態を

明らかにして環境保全に対する調査技術の基礎的資料を

提供するのが本研究の目的である.海洋汚染の研究に

ついては汚染底質(いわゆるヘドロ)には固相状のも

のと半流動性状態のものとカミあり両者の識別ならびに

前者と非汚染底質との識別がまず重要である.'とくに

早急な確立を要する調査技術としては底質の不撹乱柱

状試料の大量採取底質中の間隙水分離同位体法によ

る底質の堆積年代測定音響機器による物理探査がある.�



本研究は昭和49年度をもって初年度とし大阪湾を例と

して上記探査技術の適用性の確立を行狂う.

2.休廃止鉱山にお1ナる坑廃水処理技術の研究

近年国内外の経済事庸の急変によりわが国金属鉱山

の多くが休廃山する事態が生じ･ている.もともと金属

鉱山は特定の元素が集中濃縮して鉱業活動によってそ

れらを採取し人類の利用に供している所でありこの

ような場所から発する湧水は自然条件としても特殊の

成分を含んである.この成分は流水となって下流側の

環境を汚染することが多く常時無害化するような処理

を行って下流側に放流する必要カミある.鉱山が休廃止

した場合はこの処理は深刻泣事態を招くものである.

本研究は初年度であるが降水が地中に濠透して坑内

湧水として出現するまでの経路の発見と坑内湧水に含

まれる特殊元素の由来を考察することによって積極的

に坑内湧水を止めたりあるいは坑内湧水の中でとくに

環境汚染に関係する成分を含むものを選択して処置する

方法を見出すような資料を提供する･

昭和49年度は東北工業試験所との共同の下に山形県

八谷鉱山を対象として基礎的な各種デｰタを鉱山地質

･地球化学･水文地質の各分野をとおして集めると共に

昭和50年度より開始される坑内外の水文観測設備をとと

のえる.

〔経常研究〕

所内特別研究

1.地質図幅の研究

3.地質標本の研究

2.実験地学の研究

4.コンピュｰタｰ利用の研究

一般経常研究

5.地質の研究6.海洋地質の研究

7.水資源の研究8.産業地質の研究

9､環境地質の研究10.鉱物資源の研究

11.探査の研究12.鉱床の研究

13.鉱物の研究14.石炭地質の研究

15.石油地質の研究16.物理探査の研究

17.物理探査技術の研究18.応用地球物理の研究

19.地球化学の研究20.化学の研究

21.技術の研究(地形･測量技術試錐試作技術)

22.地域開発の研究23.資料業務

24.海外地質調査協力業務25.地質相談業務

･日本地質学会

1.昭和49年9月1目

(目)～3目(火)

2.肩本地質学会第81年

総会ならびに学術大

会

3.北海道大学

4.日本地質学会

5.日本地質学会第81年

総会準備委員会

065札幌市北区北十条西八丁目

北海道大学理学部地鉱教室内電話(011)一711-2111

･日本鉱物学会･日本鉱山地質学会･日本岩石鉱物鉱床学会

1.昭和49年10月14目(月)～17目(木)

2.日本鉱物学会･日本鉱山地質学会･日本岩石鉱物鉱床学会

秋季連合学術講演会

3.山口大学工学部本館(755宇部市常盤台)

4.日本鉱物学会･日本鉱山地質学会･日本岩石鉱物鉱床学会

5.山口大学工学部資源工学科島散史

755宇部市常盤台電話(0836)一31-5100

･日本海洋学会

1.昭和49年10月27肩(目)～11月1目(金)

2.昭和49年度目本海洋学会秋季大会

3.仙台市民会館

4.日本海洋学会

5.東北大学理学部地球物理学教室海洋物理学研究室内

980仙台市青葉電話(0222)一27-6200内線3255

･日本分光学会

�

㈮

㌮

�

�

昭和49年5月22目(水)～23目(木)

日本分光学会総会･春季講演会

金属材料技術研究所(東京都目黒区中目黒2-3面153

電話(03)一719-2271)

日本分光学会

東京都新宿区百人町3-25-2西160

応用光研工業株式会社(蚕糸ビル)日本分光学会

電話(03)一362-7881

･日本地学教育学会

�

㈮

㌮

�

�

昭和49年7月30目(火)～8月2目(金)

日本地学教育学会第28回全国大会および第4回海外巡検

千葉県教育会館(千葉市千葉中央4丁目13-10面280

電話(0472)一27-6141)

日本地学教育学会

東京都小金井市貫井面184

東京学芸大学地学教室内目本地学教育学会

電話(0423)一21-1741内線345

〔注〕開催年月2.会合名3.会場4.主催者

連絡先(掲載1度位は原稿到着順)�


